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42.地方都市における大規模土地所有者の所有実態と土地活用意識に関する研究
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 This paper aims to  clarify the actual condition ofownership of large landowners and their intention futilizing 
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1.研究の目的と方法
近年、地方都市においては、人口減少やモータリゼーシ
ョンの進展に伴う居住地や都市機能の郊外化から、都市基
盤の整った都市の中心部の市街地においても低未利用地の
増加が顕著になってきている。低未利用地の活用にあたっ
ては、狭小な面積や接道条件などの土地自体の使い勝手だ
けでなく、他の国に比べて強いと言われる土地所有者の権
利や根強い保有意識(1)が、土地の有効活用の障害となって
いることも指摘されている。土地利用を促進する不動産の
流動化の方策として、ランドバンク②のように空き地 ・空
き家の取引をマネジメントすることや、定期借地権等を活
用して土地の所有と利用を分離し土地を一体的に活用(3)す
る手法などが報告されており、土地の売買の促進だけでな
く、土地の交換や借地により隣接地との一体的な利用を図
るなど、土地所有者の保有意識にも配慮した土地の集約化
方策の具体化が必要であると考えられる。
そこで、本研究においては、土地の所有者、特に大規模
土地所有者に着目する。その理由は、①自己利用以外に借
地等により土地活用を行っており、所有者の意向によって
は土地の流動性が高い、②少人数で多くの土地を所有して
いるため土地利用に与える影響も大きく施策の即効性も高
い、③近年の地価の下落や地代収入の減少など土地所有者
を取り巻く環境が変化し、土地を所有することの意義やメ
リットが低下しているのではないか、といった問題認識が
背景にある。
地方都市中心部の低未利用地化の要因や地権者意識を扱
った研究としては、長岡市を対象として、樋口1)、仲条 勾
らは、駐車場化の実態分析と意識調査を行い地権者が積極
的に駐車場を経営している側面があることや、土地活用の
ための小規模な土地の集約化の必要性について指摘してい
正会員 福井市役所 FukuiCity
正会員 福井大学大学院工学研究科 University of Fukui
る。大貝3)は、豊橋市中心市街地において、固定資産台帳
及び地権者アンケー トにより土地活用に向けた問題点を報
告している。国土交通政策研究所 ㊦は、三大都市圏を対象
とした研究のうちミクロ調査として、空地化の実態と土地
の所有関係の変化の関連を分析しており豊富なデータの蓄
積が行われている。いずれの研究においても、中心市街地
の一部のエリアや駐車場のみを抽出しており、本研究のよ
うに広範囲にわたって所有実態を把握することや、土地の
所有規模、特に大規模土地所有者に着目して土地利用や所
有者意識などの実態を明らかにしたものは見当たらない。
したがって、本研究においては、大規模土地所有者の所
有実態や土地活用に向けた意識を明らかにし、これにより、
地方都市中心部における低未利用地の有効活用や集約化に
向けた基礎的な知見を得ることを目的としている。
研究の方法は以下のとおりである。①福井市まちなか地
区において、筆ごとの登記簿時報をデータベース化し土地
所有の実態について分析する。②低未利用地の分布の分析
により、大規模土地所有者ごとの土地利用の実態④を分析
する。③アンケー
ト調査により土
地所有者の土地
活用や所有意識
を把握する。
2.研究概要
2-1対象地区
福井市まちな
か地区(図一1)
は、中心市街地
(105ha)を取 り
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囲む面積約630ha、JR福井駅を中心とするエリアで、戦
後、戦災復興土地区画整理事業が行われた区域とほぼ重な
り、グリッドな道路構成や公園等の都市基盤の整った市街
地を形成している。福井市における都心居住を推進する区
域として 「福井市まちな力住 まい支援事業」の対象地区と
して、平成16年から住宅建設や家賃等への補助が行われて
きたものの、依然人 口の
減少には歯止めがかかっ
ていない状況(図 一2)で
ある。
2-2調査の方法
1)登記簿データによる所有者 ごとの所有実態
福井市資産税課より課税台帳に用いている登記簿データ
(5)の提供を受けた。所有者 ごとに名寄せ を行い⑥、所有者 ご
との所有面積を集計 した。データは、まちなか地区全体の
20,030筆、所有者はll,383人、面積は3,939,767㎡であるの。
2)住宅地図による駐車場、農地等の低未利用地の現況
駐車場、農地等の低未利用地 と土地所有者 との関係をみ
るため、ゼンリンの住宅地図(H24年度版)と 登記簿の公
図を、CAD上で重ね合わせることにより筆(8)ごとの低未利
用地を把握 しデータベース化を行った。
3)土地所有者(個 人)を 対象 とした意識調査(表 一1)
アンケー ト調査を平成26年2月 に実施 し、①1,000㎡以
上の土地の所有者全員 と、②比較分析のために、1,000㎡未
満の土地の所有者で低未利用地を持つ地権者を対象 として
無作為抽出⑨により調査表を郵送送付 、郵送回収 した。
地活用を行っている可能性が高いと推察されるためである。
3.まちなか地区における土地所有の実態
3-1所有規模ごとの所有者数及び所有面積
所有規模ごとの所有者数及び所有面積の集計表を表一2に
示す。個人が所有 している土地の面積の割合が66%と最 も
多 くなっているが、行政機関の所有 している土地 も16%と
比較的多 くなってお り、県庁、市役所だけでなく、裁判所
やその他の国の出先機関等が立地 していることなど県庁所
在都市 として行政機能が集積 していることが影響 している
と考えられる。一人あたりの所有面積 としては、100㎡～
300㎡の土地を所有 している地権者数が6,698人(59%)と
最も多 く占め、戸建て住宅を中心とする所有者 と考えられ
る。所有面積 としては、100㎡～300㎡の土地を所有 してい
る地権者は、全体の面積の29%の保有割合である。
次に、1,000㎡以上の土地を所有する地主数およびその所
有面積をみる(表一2の下段)。地主は423名で全体の3。7%
だが、その所有面積は約43%を占める。
3-2土地所有規模ごとの分布状況
地主が所有する土地を公図上に示 したものを図一4、エ リ
アごと(12)に集計した地主の所有する土地の面積割合を図一3
に示す。個人地主は、福井駅東エ リアやフェニックス通 り
以西のエ リアで割合が高くなっている。これらの地区では、
周辺宅地よりも明らかに広い自宅を構え、その周辺の所有
地を借地や貸し駐車場 として活用 しているような代々続 く
地主の典型的な形態が見られる。また、福井駅東エリアは、
田んぼ等の農地が見られるが、農地以外でも、広い専用駐
車場を備えた ドラッグス トアなど、近年、農地から土地利
用の転換が行われたと思われるまとまった土地が見られ、
なお、本研究では、大規模土地所有者 として、1,000㎡以
上の土地の所有者を 「地主」 と定義する。まちなか地区に
おいて建築 される住宅の約9割 が300㎡未満の敷地規模〔ll)
とい うデータもあり、1,000㎡以上の所有者は、仮に自宅を
持っていたとしてその敷地を除いても、さらにもう1宅地
分以上の土地は、他の人に貸すか、駐車場 とするなどの土
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これ らを一体的に所有する地主の存在が見てとれる。
中心市街地では、企業等の所有が多 く点在 しているが、
大手1、2丁 目に10,000㎡以上所有する地主が存在 してい
る。これ らは、3、4つの街区にまとまって所有するなど比
較的集積 しているが、これ らは城下町時代から歴史的に
代々所有 している地主である。
足羽川以南や福井駅東エ リアにおいては、足羽川沿いを
中心に大規模な敷地を有する企業が立地 している。寺院や
神社等が所有する土地は、足羽川以南に多 く分散 している
が、フェニックス以西やフェニックス以東エ リアにも大規
模な寺院が立地 している。
4.まちなか地区における低未利用地の分析
4-1低未利用地の把握
まちなか地区における低未利用地 を、以下の表一3の分
類にしたがい集計 した(表一4)。
その結果、まちなか地区における全体の低未利用地率は、
12.8%とな り、それぞれ個人15.7%、企業等13.9%、行政
32%となった。行政機関は、学校や公園など特定の目的に
使われているため低未利用地は少なくなっていると考えら
れる。専用駐車場についてみると、企業等(74%)、寺院 ・
神社等(7.6%)と比較的高くなっており、来客用もしくは
従業員用の駐車場を礁 呆しているためと考えられる。
4-2町丁目ごとの低未利用地率
町丁 目ごとの低未利用地率を図一5に示す。順化2丁 目、
中央3丁 目、大手1、2丁目において低未
利用地率が高く、これらは、中心市御 也
においてJR福 井駅より1。5～2.0㎞離れ
てお り、コインパーキング、月極駐車場
など、事業所や官公庁への通勤者の駐車
需要の受け皿 となっていると考えられる。
図一6は、低未利用地のうち、未利用地
と農地の合計の占める割合 を示す。福井
公益社 団法人 日本都市計 画学会 都 市計画論文集Vo1.49No.32014年10月
駅東側エ リアの勝見2、3丁目や、フェニックス以西エ リア
の乾徳3丁 目等のまちなか地区の縁辺部で割合が高 くなっ
てお り、駐車需要も多 くはなく、空き地 として放置 されて
いる土地が多 くある実態が明らかとなった。今後 も、市街
地の空洞化が進めば、現状は駐車場 として利用 されていて
も、周辺の駐車需要の低下に伴い、このような未利用の状
態の土地は増加することが予想 される。
4-3所有規模ごとの低未利用地率
次に、所有規模ごとの低未利用地および専用駐車場の占
める割合を示す(図一7)。個人の地主では、率が20%を超え、
所有規模が大きくなるほど低未利用地率は高 くなる傾向に
ある。これは、大規模土地所有者ほど、自宅等の自己利用
分が一定程度あったとしても、自己利用以外の面積が大き
くなることが要因のひ とっであると考えられる。 このこと
から、土地を多 く持つ大規模土地所有者ほど低未利用地を
多 く所有 し、まちなか地区の低未利用地の増加の要因とな
っている実態が明らかとなった。企業等の所有者は、5,000
㎡を超える大規模な土地の所有者は低未利用地率が低 くな
るが、所有者名から推測すると、区域内に立地 して現在 も
操業 している事業所等が多いためと考えられる。
次に、4-2でみた駐車場の割合が高い中心市街地、お よ
び未利用地、農地が多 く占める福井駅東エ リアについて、
地主、非地主 ごとに低未利用地お よび駐車場(専 用)の 割
合をみたものが図一8である。中心市街地では、コインパー
キングの割合が高いが、中でも、個人地主及び企業等の割
合が高 くなっている。これ らの所有者は、近年福井市内で
コインパーキングが急増 している中にあって、収益に対す
る情報収集やパーキング事業者 との交渉力などの面でノウ
ハ ウを有 しているため、コインパーキングへの転換 も早 く
対応 していると考えられる。福井駅東エ リアをみると、農
地は個人地主が所有 している実態がわかった。地主につい
ては、税金対策のため、農地 としての保有が有利な側面が
働いている可能性もある。
このように、低未利用地の状況を地区別にみると、中心市
街地の個人地主は、図一4で示 したように大手1,2丁目等の
10,000㎡以上の地主であり、これ らはコインパーキング等
の駐車場 としているなど、中心市街地の低未利用地の割合
を押 し上げている原因となっていることがわかる。福井駅
東エ リアについては、図一3でみたように個人地主が多いが、
農地や未利用地などの低未利用地の割合 も高く、土地需要
の低迷により、さらなる低未利用地化が進行することが危
惧 される。
4-4街区ごとの地主所有地と低未利用地の集積性
次に、道路で囲まれた街区(全994街区)ご とに、街区
内に占める地主所有の土地の面積割合(地主率)、街区内の
低未利用地面積の合計、さらに、低未利用地の面積割合(低
未利用地率)を集計 した(表一5)。地主率80%以上の街区は
47街区存在 し、この うち街区内に2,000㎡以上の低未利用
地がある街区(4街区)を図一9に抽出した。
A街 区は、中心市街 地に位
置し、10,000㎡以上の土地所
有者の地主aが85%を所有 し
てお り、低未利用地(す べて
1主車場)は2,065㎡である。
この街区では、低未利用地
と建物のある土地が混在 して
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お り、地主aと他の所有者(非地主①,②,③)が協力 しなが
ら、低未利用地を集約 してい くことが考えられ、利便性の
高い中心市街地において土地活用のマネジメン トの展開の
可能性がある。企業が大半を所有(地主b,c,dは 企業)
するB街 区、まとまった低未利用地を地主、非地主が所有
するc街 区、個人地主i、jが91%を所有す るD街 区で
は、街区内の地主の協力により、まとまった土地が確保で
き、新たな都市機能の種地 として土地利用転換を図ってい
く可能性がある。
5.土地所有者の意識調査
前章において、地主が多く所有する街区について、土地
の集約化や土地利用の転換の可能性にっいて検討したが、
この施策の実現のためには土地所有者の理解が重要となる。
ここでは、土地所有者を対象として、土地所有に関する負
担感等の意識や、低未利用地の売却に関する意向、低未利
用地の集約化に対する理解について意識調査を行った。
図一12である。メリットとしては、地主、非地主 とも 「自
分の意向で土地を使える」 という意見が多く、地代収入が
あることや子孫に残せる資産 となることをあげるのは地主
の方が多い。デメリットとしては、相続税 といった税負担
を上げる所有者が多 くなってお り、特に、地主と非地主の
比較では、地主の方がより高いポイン トとなっている。
図一13では、土地活用にあたって重視することを示 した。
地代を重視する意見が最も多 く、地主と非地主の比較では、
「まちづ くりへの寄与」や 「周辺環境への配慮」を含めて、
全部の項 目で地主のポイン トの方が高く、土地活用に対す
る意識の高さが窺える。非地主の方の意向では、土地利用
の転換のし易 さをあげる地権者 も多くなっており、所有す
る土地が家族や商売などの状況の変化に応 じて、いつでも
利用できるようにしておきたいとい う意向が窺える。
5-1土地を持つことの負担感
土地を持つことの負担感を尋ねた結果 を図一10に示す。
「かなりある」、「ある程度」あると回答 した所有者は地主
で約6割 あり、地主の方が負担感を感 じている。所有 して
いる土地の有効活用については(図一ll)、「かなりできてい
る」、「まあまあできている」 といった肯定的な意見は、非
地主では約6割 だが、地主は約8割 であり地主の方の満足
度が高い。有効活用できていない理由の自由回答では、買
い手や借 り手がいないことや、空き駐車場があるといった
土地需要に関する環境の悪化が挙げられている。将来の相
続税の納付のため、いつでも売れるように低未利用地 とし
ているといった意見もあり、土地を多 く持つ地主特有の事
情があることがわかった。また、固定資産税の負担増を避
けるため空き家でも建物を壊 さない とい う意見 もあった。
5-3低未利用地の売却の意向
所有 している低未利用地について売却の意向を示す(図
一14)。地主 と非地主の比較では、地主の方が 「売却 したく
ない」が多 く保有意識が高い。居住地区別にみると、市外
居住の地主(不在地主)は 、6名中4名 が売却意思を持っ
ていることがわかった。
5-2土地所有に関する意識
土地を持つことにメリット・デメリットを示 したものが
5-4低未利用地の集約のための交換、借地に関する意向
土地の交換に関する意向を図一15に、借地に関する意向
を図一16に示す。交換や借地経営の担い手については図一17
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に示す。交換 ・借地 とも約7割 以上の所有者が賛成 してい
ることがわかった。ただし、借地は 「条件次第で」 という
意見が大半である。また、その担い手は、行政や行政が関
与 した第3セ クターなどの公的な機関の関与を望んでいる
ことがわかった。このことから、低未利用地の交換分合や
借地による一体的な土地利用などの手法にっいて、土地所
有者は概ね理解を示 してお り、その際の実施主体は、行政
機関を中心 とした信用力が必要であると考えられる。
6.まとめ
本研究では、福井市まちなか地区について、登記盾報を
活用 して、大規模土地所有者を抽出することができ、土地
所有の実態や意識調査によってその影響を明らかにするこ
とができた。具体的には以下である。
・1,000㎡以上の土地を所有する大規模土地所有者は423
人(全 体の3.7%)、面積は約168ha(42.8%)であった。
・低未利用地について、個人地主は低未利用地率が20%を
超え、大規模所有者 ほど低未利用地率は高くなってお り、
大規模土地所有者 は必ず しも積極的な土地活用を行って
はいないことがわかった。
・地区別にみると、中心市街地では、コインパーキング等
の駐車場 として多くの土地を所有 している個人地主が存
在 し、福井駅東エ リアには農地としている地主がいるが、
これ らの地権者が積極的な土地利用に転 じることにより、
効果的に低未利用地の有効活用が図られる。
・街区ごとの分析により、大規模土地所有者が多 く所有 し、
まとまった低未利用地のある街 区を抽出 した。地主率
80%以上の街区(47街区)の うち、中心市街地に位置す
る低未利用地の多い街区(A街 区)で は、土地所有者が
連携 して土地利用の転換の可能性があることを示 した。
・土地所有に関する意識について、大規模土地所有者の方
が土地所有の負担感を感じていることや、利回りや節税
対策など土地活用に対する意識が高いことがわかった。
低未利用地の売却については、約6割が否定的な意見を
持つ一方、土地の集約のため、交換や借地により協力し
てもいいという意見が約7割 以上あった。ただし、実際
には、借地料や事業の担保性などの条件を満たすことが
前提と考えられ、土地需要の低迷 している状況での事業
成立性の見極めや、行政の関与(行政に期待する意見が
8割)も含めて、戦略的な事業展開が求められる。
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【補注】
(1)文献6)に、土地の所有権の制度について諸外国と比較してわが国の絶対
的土地所有権について述べられている。
(2)文献7)の山形県鶴岡市のランド・バンク事業などがある。
(3)高松市丸亀町商店街の事例が有名である。
(4)土地所有者の土地利用は、土地の所有規模だけではなく、土地のまとま
り方や、接道条件、立地場所など複合的な要因で決定されると考えられる
が、本研究においては、所有規模が土地活用の意向に大きく作用すると考
え、大規模土地所有者に着目して、所有規模を手がかりに分析を行った。
(5)平成25年8.月現在のデータ。課税台帳の住所は、登記上の住所ではなく、
納税通知等を送付する現住所であったため、個人1青報とみなされ非公開で
あった。アンケート調査の住所は登記簿を閲覧して把握した。
⑥ 所有者コードより名寄せを行った。共有も所有者は1名と数える。
(7)地区全体の面積として約630haとされているが、登言[簿デしタにおいて
は、約394haであり、道路や河川、福井城肚周辺のお堀等、登記されてい
ない土地が集計されていないためと考えられる。
(8)ひとつの筆の中で、建物が建っている部分と駐車場などの低未利用地が
ある場合は、CAD上で面積を計測して集計した。
(9)無作為抽出した所有者は、各町丁目ごとに偏りが出ないよう抽出した。
非地主であるため、地主に比べ所有している低未利用地面積は小さく平均
150㎡(地主は272㎡)であった。
(10)共有名義の場合は、持ち分の最も多い所有者(同分の場合は登記簿の
上位の記載の所有者)の住所宛に調査表を送1寸した。また、住所、性が同
一の場合は同じ住所には1通のアンケー トのみ送付したため、個人地主は、
表一2において243人だが、配布数は222件となっている。夫婦や親子など
同一家族で土地を所有しており、その土地利用意向も家族単位で意思決定
を行っている場合が多いと考えたためである。
(ll)文献5)p。18より平成23年度のまちなか地区の建築確認申請において、
79件のうち70件(89%)が300㎡未満の敷地となっている。
(12)エリア分けは、JR線路や足羽川などの地形地物を境にして市街地の発展
形態を考慮して定めた。フェニックス通りは、旧北国街道が通り歴史的に
商業街等が発展してきた西側と、農地等が主体であった東側に分けた。
(13)低未利用地の定義として、専用駐車場ぽ 企業や店舗等の営業に必要
な駐車場であることから低未利用地から除外した。
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